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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、社会に信頼される企業であり続けるため、株主の皆様の権利を尊重し、経営の公平性・透明性を確保するとともに、株主の皆様に対する
受託者責任・説明責任を十分に果たしてまいります。同時に、経営ビジョンを具現化するため、コーポレート・ガバナンスを経営上の重要課題と位
置付け、的確かつ迅速な意思決定・業務執行体制並びに適正な監督・監視体制の構築を図るとともに、多様な視点、長期的な視点に基づいた
コーポレート・ガバナンス体制を構築することを基本姿勢としております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

第２章　株主以外のステークホルダーとの適切な協働　

【補充原則２－４－１　中核人材の登用等における多様性の確保】

(1)多様性の確保

当社は、典型的な対面型サービスである小売・飲食業を営んでおり、店舗においてサービスを行う従業員の確保は何より重要であります。そのた
め、外国人、様々なキャリアを持つ中途採用者など多様な人材の採用を積極的に行っております。また、顧客の過半数が女性であるため、店舗や
本社従業員に相応の数の女性が含まれることが望ましいと考えております。こうした考えに基づき、これらの人材の管理職への登用を推進するた
め、それぞれ次のような取組み、目標設定をしております。

①女性の管理職への登用

目標1：管理職に占める女性労働者の割合を、2033年までに20％とする

目標2：男性労働者の育児休業取得率を、2028年までに30％とする

当社は各年度の新卒採用において男女の垣根なく選考を行っており、その女性採用比率は過去5年平均で17％程度であります。また、「女性活躍
推進法に基づく行動計画」を策定し女性が活躍できる職場環境を整備してまいりました。しかし、以前の鮮魚専門店は男性中心の職場であったこ
とから、現在、正社員に占める女性の割合は10％程度にとどまり、また、管理職のうちの女性の割合は6％程度にとどまっています。そこで、2023
年5月より新たに上記目標を設定し、取組みを推進しております。また、女性社員の活躍を後押しするため、男性社員の育児休業取得率を上げる
よう努力しておりますところ、2024年度における取得率は33％と目標を達成しております。引き続き、通達や研修による育児休業制度の周知や利
用の促進を図るとともに、社内の環境整備に取り組んでまいります。

②外国人の管理職への登用

当社は「魚食文化を世界に拡げる」という目標を掲げており、日本の食材だけでなく、加工技術を海外に伝えることにより更なる魚食の普及に取り
組むという考えから、外国人技能実習制度を活用しております。将来的な海外事業拡大に伴い、適切な人材の登用を検討しますが、現状では定
量的な目標の設定は不要と考えております。

③中途採用者の管理職への登用

当社は従前から積極的に様々なキャリアを有する中途採用者を役員、管理職へ登用しており、現在、管理職に占める中途採用者の割合は約45
％に達しています。今後も、優れた能力や豊富な経験を有する人材について積極的な登用を行ってまいります。なお、定量的な目標の設定は不
要と考えております。

(2)人材教育、社内環境整備方針

当社は「人を大切にし、育てる施策を実行する」として、専担部署を設置し新卒社員、中途社員、管理職社員など経歴や職位に応じた研修を実施
しております。特に、新卒入社後５年間を義務教育期間と定め、年次毎の各段階でクリアすべき目標を設定しその内容に沿った研修プランを組み
実施することで、若手社員の早期戦力化と能力の底上げを図っております。他方、2020年4月より順次導入した新人事制度では、年齢や勤続年数
にとらわれないキャリアアップが可能となっております。新人事制度では、高い技術力を活かし組織運営に貢献していく「専門職コース」を新たに設
け、キャリアアップの選択の機会も増やしております。こうした取り組みにより、年齢や勤続年数、性別にとらわれず、将来に向けて切れ目の無い
人事を実現し、人材の多様性を確保しつつ人材の育成と社内の環境整備をより一層進めてまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

第１章　株主の権利・平等性の確保

【原則１－４．いわゆる政策保有株式】

当社は、原則として、政策保有目的の株式の取得を行わない方針であります。ただし、例外として、発行会社との資本・業務提携の実施、また、金
融機関との安定的な取引関係の維持を理由として株式を保有することがあります。

当社は、すべての政策保有株式の保有の適否について、毎期、取締役会において検討しております。この際、保有の意義、保有により得る便益、
保有に伴うコスト等を総合的に勘案しております。特に、経済合理性の観点から、無配や業績不振が継続する銘柄については、今後の業績の推



移、回復可能性を検討し資本効率向上のため保有の是非を検討してまいります。

政策保有の株式の議決権行使については、議案の内容を精査し、必要に応じて企業との対話を行い、株主価値向上に資するものか否かを判断
したうえで、適切に行使いたします。

その判断の際、「業績が一定期間に著しく悪化した」「取引関係に大きな変動があった」「不祥事や重大な法令違反があった」「支配権の変動が
あった」「大規模な希釈化を伴う資本政策の実行」などの事情を考慮した上で、議決権を行使いたします。

【原則１－７．関連当事者間の取引】

当社は、役員や主要株主等との取引を行う場合には、取締役会規程に基づき取締役会において社外取締役や監査役からの意見を求め審議した
上で承認を得ることとしております。ただし、関連当事者は議決に参加できないものとしております。また、その関連当事者間取引の状況等につい
ては、適宜、取締役会への報告を求める体制を整備しております。更には、これらの関連当事者間の取引が発生した場合には、会社法・金融商品
取引法等の関連する法令や株式会社東京証券取引所が定める規則に従って開示いたします。

第２章　株主以外のステークホルダーとの適切な協働

【原則２－６．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は、特定の企業年金基金に加入しておりませんが、従業員の資産形成のため確定給付型年金制度を導入しております。いずれもスチュワー
ドシップ・コードの受入れを表明している複数の生命保険会社に対し運用を委託しており、各委託先から運用概況について適時適切に報告を受け
ております。なお、国内債券、外国株式、国内株式、外国債券の順にウエイトの大きい、リスクを抑制した基本ポートフォリオを選択しております。

当社は、当該年金の運用が従業員の安定した資産形成に加えて当社の財政状態に影響を与えることから、管理本部において年金制度の管理・
運用のために適切な資質を持った人材を登用するとともに、その育成に努めております。

なお、生命保険会社の合同口運用であるため、企業年金の受益者と当社との間に利益相反は生じません。

第３章　適切な情報開示と透明性の確保

【原則３－１．情報開示の充実】

（１）会社の企業理念等、経営戦略、経営計画

企業理念や経営戦略、中期経営計画及び決算説明資料を当社ホームページにて開示しています。

（２）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

当社は、社会に信頼される企業であり続けるため、株主の皆様の権利を尊重し、経営の公平性・透明性を確保するとともに、株主の皆様に対する
受託者責任・説明責任を十分に果たしてまいります。同時に、経営ビジョンを具現化するため、コーポレートガバナンスを経営上の重要課題と位置
付け、的確かつ迅速な意思決定・業務執行体制ならびに適正な監督・監視体制の構築を図るとともに、多様な視点、長期的な視点に基づいたコー
ポレートガバナンス体制を構築することを基本姿勢としております。

（３）経営幹部等の報酬を決定するに当たっての方針と手続　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

当社は、取締役会の任意の諮問機関として「指名・報酬委員会」を設置しております。取締役の報酬決定の方針と手続については、本報告書の「
Ⅱ．１．【取締役報酬関係】報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」をご参照ください。

（４）経営幹部の選解任と取締役・監査役候補者の指名を行うに当たっての方針と手続き

経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっては取締役会、経営会議にて審議を行い決定しております。また、取締役候補
者・監査役候補者の指名に際しては、人格識見に優れ善管注意義務を適切に果たす者であることに加え、様々な職務歴・専門分野を考慮し、偏り
のない多様な観点から当社の企業価値向上に資すると考えられる者を選出することを方針としており、実際の指名に際しては取締役会での決定
後、各候補者の選任理由とともに株主総会招集通知に記載することといたします。なお、取締役候補者の指名を行うに当たっては、取締役会の任
意の諮問機関である「指名・報酬委員会」による答申に基づき審議を行い決定しております。

（５）取締役及び監査役候補者の個々の選解任・指名についての説明

取締役・監査役候補の選解任・指名を行う際の、個々の選解任・指名理由を、株主総会招集通知に開示しております。

【補充原則３－１－３　サステナビリティについての取組み等】

当社のサステナビリティを巡る取組みについての基本方針は次の通りです。中期経営計画（2024-2026年度）において、「環境（Environmental）」及
び「社会（Social）」の領域ににおける戦略を策定いたしました。詳細につきましては次の資料をご参照ください。

https://ssl4.eir-parts.net/doc/7596/announcement/99537/00.pdf

①「魚によって、世界の人々を健康で幸せにする」（使命）、「魚食文化を守り、日本の水産業の発展に貢献する」（将来像）を企業理念とし「国内外
で活躍する「魚」総合企業」を中長期目標としていることから、「魚」を中心に当社が強みを発揮できる分野においてサステナビリティに取り組む

②サステナビリティを巡るステークホルダーからの監視・要求から企業を守ることに終始するのではなく、サステナビリティへの関心の高まりがもた
らす事業機会を捉え中長期的な企業価値の向上を図る

③企業として大義を掲げ社会的課題の解決や社会的価値の創出を目指すことにより、これらに取り組む従業員のモチベーションを高める

④自社のリソースには限りがあるため、先進的なテクノロジーやビジネスモデルなどを持つプレーヤーとのパートナーシップにより自社に不足する
ケイパビリティを補完する。このため、必要に応じ、特別な目的を持つ合弁会社の設立、資本業務提携の実行などの手段を用いる

人的資本への投資については、中期経営計画（2024-2026年度）において「人材戦略(Social)」を策定し、持続的な企業成長を可能にする為に人材
育成に注力すること、また、切れ目の無い人事の実行を目指し人材の多様性を確保することを目標としております。一方、知的財産への投資はあ
りません。

また、当社は気候変動への対応を経営戦略における重要課題として位置付けております。中期経営計画(2024-2026年度)において「地球環境戦略
(Environment)」を策定し、海に関係する食品を取り扱う企業として地球環境問題の解決に貢献することを目標としております。

2022年度に立ち上げた経営企画室、管理本部メンバーを中心としたTCFD対応プロジェクトにおいて、ガバナンス・リスク管理体制の整備、気候変



動が与える財務的な影響の分析、2023年度の温室効果ガス排出量（Scope1、Scope2、Scope3）の算定、リスクへの対応策の検討を進めるととも
に、社内関係部署との連携強化を計画しました。

今後はTCFD関連目標の設定を行い、サステナビリティを巡る取組みと併せて中長期的な成長戦略に取り込み、リスクマネジメントの強化及び中
長期的な企業価値の向上を図ってまいります。詳細につきましては次の資料をご参照ください。

https://ssl4.eir-parts.net/doc/7596/ir_material6/255125/00.pdf

第４章　取締役会等の責務

【補充原則４－１－１　取締役会の決議事項および経営陣に対する委任の範囲】

当社は、経営に関する意思決定及び監督機関としての取締役会と、その決定に基づく業務執行を推進する経営会議を設け、経営陣に対し業務の
委任を行っております。

取締役会は、取締役会規程の付議事項に基づき決議を行っております。

経営会議は、取締役会での決定事項の具現化や業務分野における課題への対応を協議しております。　

【原則４－９．独立社外取締役の独立性判断基準および資質】

当社は、株式会社東京証券取引所の求める社外取締役の独立性基準に則り、独立社外取締役候補者を選定しております。また、専門的な知識
と経験に基き意見具申ができる公認会計士１名及び弁護士１名並びに食品業界や流通業界の事情に通じた企業経営経験者１名を独立社外取締
役としております。

【原則４－10－１　取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任の強化】

2021年1月、取締役の指名や報酬等の決定に際しての客観性・説明責任の強化を測るため、取締役会の任意の諮問機関である指名・報酬委員
会を設置いたしました。取締役会は、指名・報酬委員会による答申を尊重し決議を行っています。

当該委員会は社外取締役３名、社外監査役１名、業務執行取締役２名（代表取締役会長、代表取締役社長）の６名により構成され（男性５名、女
性１名）、社外取締役のうち岩﨑哲也取締役が委員長を務めております。社外取締役３名及び社外監査役１名は経営陣から独立した中立性を
保った独立役員です。これら４名は、公認会計士２名、弁護士１名、企業経営経験を有する担当事業分野精通者１名です。詳細は、本報告書の「
Ⅱ．１．【取締役関係】」をご参照ください。

【補充原則４－11－１　取締役会全体のバランス・多様性および規模に関する考え方、取締役選任の方針】

取締役候補者・監査役候補者の指名に際しては、人格識見に優れ善管注意義務を適切に果たす者であることに加え、様々な職務歴・専門分野を
考慮し、偏りのない多様な観点から当社の企業価値向上に資すると考えられる者を選出することを方針としております。

社外取締役３名を含む取締役８名（男性７名、女性１名）、すべて社外監査役である監査役３名（男性３名）で構成されており、社外取締役３名及び
社外監査役３名は経営陣から独立した中立性を保った独立役員です。取締役には豊富なビジネス経験、企業経営経験を有する者や担当事業分
野に精通した者、公認会計士、弁護士、監査役には公認会計士、弁護士等とバランスを考慮した構成としております。

社外３名を含む取締役８名、更に執行役員（取締役兼務を除く）６名のスキル・マトリックスの通り、専門性・知見、業務経験いずれの側面から見て
もバランスのとれた構成としております。

【補充原則４－11－２　取締役・監査役の他の上場会社役員との兼任状況】

当社の社外取締役及び社外監査役の他社での兼任状況は、株主総会招集通知、有価証券報告書及びコーポレートガバナンスに関する報告書等
を通じ、毎年開示を行っています。

社外取締役の１名が他社の代表取締役を、他の１名が他社の社外監査役をそれぞれ兼任していますが、業務執行取締役全員は当社以外の他
の上場会社の役員は兼任しておらず、取締役の業務に専念できる体制となっています。

社外監査役３名のうち１名が、他社の非常勤監事を兼任しておりますが、常勤監査役は他社の役員は兼任しておらず、監査役の業務に常時専念
できる体制となっています。

【補充原則４－11－３　取締役会全体の実効性評価および結果の開示】

当社の取締役会は、幅広い知識・経験を持つ取締役で構成され常に活発な議論、検討、迅速な意思決定を行っており、各監査役は意思決定の適
法性、妥当性を確保するための助言、提言を行っております。

また、取締役会の実効性の評価については、全取締役、監査役に「取締役会の実効性評価質問票」を配付し自己評価を行います。毎年１回実施
し、その結果を踏まえ次年度の取締役会の運営方法について検討し取締役会の実効性の更なる向上を図ってまいります。この評価結果につきま
しては、毎年開示することとしております。

2024年度について、概ね適切な構成の下、概ね適切に審議が行われており、従って、取締役会の実効性が確保されていることを確認し、2025年6
月26日にこのことを開示いたしました。

【補充原則４－14－２　取締役・監査役に対するトレーニングの方針】

当社は、取締役及び監査役に必要な知識（法務、企業統治、経営戦略、財務会計、組織、人材育成、リーダーシップなど）を習得するため、専門家
による定期的な研修会を行うこととしております。また、個々の業務執行状況に応じて外部研修会やセミナーなどに参加することとしております。

第５章　株主との対話

【原則５－１．株主との建設的な対話に関する方針】

当社は、株主や投資家の皆様が投資判断できる前提として、上場会社による重要情報の迅速・正確・公平な情報開示が重要であると認識し、積
極的な説明責任の遂行に努めます。株主からの対話（面談）の申し込みには、代表取締役社長及び/またはIR担当である経営企画室長が対応し
ております。また、決算説明会では代表取締役社長及びIR担当である経営企画室長が、機関投資家・アナリストとの個別ミーティングでは代表取
締役社長またはIR担当である経営企画室長が説明を行っております。

2024年度において、２回（5月、11月）の決算説明会のほか、国内外機関投資家との個別ミーティングを行いました。

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】

記載内容 取組みの開示（アップデート）



英文開示の有無 無し

アップデート日付 2025年7月14日

該当項目に関する説明

総じて当社の資本収益性（ROE）は資本コスト（CAPMモデルにより試算）を上回っております。また、PBRは2.0を下回る程度、PERは20.0を上回っ
ており、特にPERが高位に保たれております。資本収益性の更なる向上、株価の引上げ、いずれも業容の拡大、業績の向上により実現されるもの
と考えております。現時点では、2024-2026年度を対象とする中期経営計画で示した目標の達成を目指してまいります。

中期経営計画：https://ssl4.eir-parts.net/doc/7596/announcement/99537/00.pdf

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社 山桂 5,124,000 36.73

日本マスタートラスト信託銀行 株式会社（信託口） 663,300 4.75

株式会社 三菱UFJ銀行 400,000 2.86

SMBC日興証券株式会社 319,000 2.28

魚力社員持株会 270,800 1.94

株式会社 みずほ銀行 267,000 1.91

株式会社 ヨンキュウ 250,000 1.79

三上　和美 227,000 1.62

東都水産 株式会社 194,400 1.39

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 112,000 0.80

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

※上記の他、自己株式が664,809株あります。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 小売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満



４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

岩﨑　哲也 公認会計士

新藤　えりな　（戸籍上の氏名　上野えりな） 弁護士

長谷部　元靖 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



岩﨑　哲也 ○ ―――

会計専門家としての客観的立場から当社の経
営に対する適切な助言・監督を行っておりま
す。過去に当社との間に顧問契約に基づく報
酬を支払っておりましたが、その額は軽微であ
り、社外取締役就任以降は顧問契約は解消さ
れております。以上のことから、独立役員の要
件を満たしているため、一般株主と利益相反が
生じるおそれがないと判断しております。

新藤　えりな　（戸籍上の氏名　上野えり
な）

○ ―――
弁護士としての専門的見地及び企業経営に関
する高い見識を有しており、当社の社外取締役
に相応しい経験と能力を有しております。

長谷部　元靖 ○ ―――

食品、貿易、流通業界に関する専門的知識と
経営者としての豊富な経験を有しており、当社
の社外取締役に相応しい経験と能力を有して
おります。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 6 0 2 3 0 1
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 6 0 2 3 0 1
社外取
締役

補足説明

指名・報酬委員会は、独立役員である社外取締役3名、社内取締役(代表取締役会長、代表取締役社長)2名及び独立役員である常勤監査役1名
の計6名で構成されております。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

常勤の社外監査役１名は、取締役会に加え、社内の重要会議である経営会議・店長会議等に毎回出席し、積極的に助言を行っております。また、
会計監査人からは、監査の方法と結果につき報告を受けるとともに、随時意見交換、情報交換を行っております。非常勤の社外監査役２名は、監
査役会において、常勤監査役より重要会議の内容と結果及び経営状況等について、また会計監査及び内部監査の報告を受けており、意見を統
一し、経営監視機能の発揮に努めております。

内部統制部門である内部監査室２名は、随時監査役・会計監査人と連携を図り、内部統制の文書化に対する各部門の作成状況及び整備状況の
評価について検討しております。また、内部統制構築の進捗状況や課題等については、経営会議で代表取締役社長に対して適宜報告がなされて
おります。

なお、監査役会は、内部統制や会計監査などにおいて、会計監査人、内部監査部門、常勤監査役と三様監査を開催し連携を強めております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名



社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

根岸 功生 公認会計士

荒木 哲郎　（戸籍上の氏名　池田哲郎） 弁護士

中村 隆徳 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

根岸 功生 ○ ―――

公認会計士、税理士としての専門的知識、他
社での豊富な監査経験と幅広い見識を有し、
当社の社外監査役に相応しい経験と能力を有
しております。

荒木 哲郎　（戸籍上の氏名　池田哲郎） ○ ―――
弁護士としての専門的見地及び企業経営に関
する高い見識を有し、当社の社外監査役に相
応しい経験と能力を有しております。

中村 隆徳 ○ ―――
警視庁での豊富な経験と幅広い見識を有し、
当社の社外監査役に相応しい経験と能力を有
しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 6 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他



該当項目に関する補足説明

当社では、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、譲渡制限
付株式報酬制度を設けております。譲渡制限付株式報酬制度は、2020年６月26日開催の第36回定時株主総会において、業務執行取締役に対す
る譲渡制限付株式付与のために金銭報酬債権として支給する報酬総額を年額80百万円以内（現行の取締役報酬総額である年額360百万円以内
の内枠）、発行または処分される当社の普通株式の総数を年60千株以内とそれぞれ決議しております。なお、譲渡制限付株式の付与対象となる
各業務執行取締役への具体的な配分については、指名・報酬委員会の答申に基づき取締役会において決定することとしております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

2025年3月期の報酬等の総額　取締役　115,916千円（社外取締役を除く）、　社外役員　30,285千円。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

１．基本方針

　　　　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するように株主利益と連動した報酬体系とし、

　　　個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責に応じた適正な水準とします。

２．取締役の報酬に係る方針

（１）基本報酬

　　　月例の固定報酬として、役位、職責、在任年数に応じて、他社水準、当社の業績、従業員給与の水準などを総合的に勘案して決定します。

（２）業績連動報酬

　　　　事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため、業績指標を反映した現金報酬として、前事業年度の連結売上高及び経常利益の

　　　実績値を前事業年度の目標値及び前々事業年度の実績値と比較し、それらの達成度合いに応じて算出します。

　　　　目標となる業績指標とその値は、適宜、環境の変化に応じて指名・報酬委員会の答申を踏まえ見直しを行います。

（３）株式報酬

　　　　譲渡制限付株式報酬制度に基づき、譲渡制限付株式取得の出資財産とするための金銭報酬として、対象取締役に対して金銭債権を

　　　支給し、当社普通株式を発行又は処分することとします。

３．取締役報酬の構成内容及び構成割合

（１）構成内容

　　　取締役報酬の構成内容は下記のとおりです。

　　　　　① 代表取締役会長　　　　　　　　　　　　　 …基本報酬、業績連動報酬

　　　　　② その他の業務執行取締役　　　 　　　　…基本報酬、業績連動報酬、株式報酬

　　　　　③ 社外取締役 　 　　　　　　　　　　　　　　 …基本報酬

（２）構成割合

　　　取締役報酬の構成割合は下記のとおりです。（業績指標の達成率が100％の場合）

　　・上記（１）①の取締役 …　基本報酬：概ね　85％、　業績連動報酬：概ね　15％

　　・上記（１）②の取締役 …　基本報酬：概ね　80％、　業績連動報酬：概ね　15％、　株式報酬：概ね　５％

　　　取締役報酬の構成割合については、当社と同程度の事業規模や関連する業種・業態の報酬水準を踏まえ、指名・報酬委員会において



　　　検討を行います。

　　　また、取締役会は指名・報酬委員会の答申内容を尊重し、取締役の個人別の報酬等の内容を決定します。

４．取締役報酬の決定に関する事項

　　　各取締役の報酬額は、取締役会で決定された上記１～３の方針に則り、指名・報酬委員会の答申に基づき、株主総会の決議により決定した

　　取締役報酬の総額の範囲内で取締役会の決議により決定します。

　　　　　　　　　　　　　　

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役を含む取締役は、透明・公正かつ迅速果断な会社の意思決定を行うため、必要に応じて取締役会の事務局である経営企画室及び案
件ごとの提案部署に情報や資料の提供を求めています。

また、監査役は代表取締役会長および代表取締役社長との定期的な意見交換を実施し、内部監査室との連携を図り、適切な意思疎通及び効果
的な監査業務を図れる体制をとるよう「内部統制システムの基本方針」で定めております。また、監査役は取締役会にて四半期に１回、各取締役
の職務委嘱事項に係る執行状況について報告を受けております。

当社は、内部監査室における監査結果により把握された業務執行や執行状況に関する問題点等について、適宜取締役や監査役へ報告がなされ
ています。問題点等については担当部署へ改善指示がなされ、速やかに改善を行っております。これらの内容については半期に１回、内部監査
室より経営会議で各取締役、常勤監査役に対して報告しております。なお、社外取締役との連絡・調整は経営企画室及び管理本部が、社外監査
役と社内との連絡・調整は常勤監査役が行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は社外取締役を含む取締役会と監査役全員が社外監査役の監査役会というガバナンス体制の中で、経営体制としては、社外取締役３名を
含む取締役８名（男性７名、女性１名）、すべて社外監査役である監査役３名（男性３名）で構成されており、社外取締役３名及び監査役３名は経営
陣から独立した中立性を保った独立役員であります。

当社は、法令または定款で定められた事項のほか、業務執行に関する重要事項については、取締役会規程の定めにより、取締役会において決
議する体制としております。

取締役会は原則として毎月１回開催しております。各監査役は取締役会に出席しており、取締役に対する適正な監査を行っております。なお、202
4年度において各取締役及び各監査役は概ねすべての取締役会に参加しております。

更に当社は取締役会の任意の諮問機関として指名・報酬委員会を設置しており、取締役会からの諮問に応じて、取締役の指名・報酬に関する事
項につき審議し答申を行っております。なお、当該委員会は、社外取締役３名、社外監査役１名、業務執行取締役２名（代表取締役会長、代表取
締役社長）の６名の委員により構成され（４名が独立役員）、社外取締役のうち岩﨑哲也取締役が委員長を務めております。

その他に、取締役会に付議される事項につき十分な審議及び議論を実施するための会議体として経営会議を原則として毎月２回開催しておりま
す。常勤監査役は経営会議にも常に参加しており、併せて営業現場への監査を通じて業務執行状況について積極的な助言を行っております。

当社は、経営の健全化を高めるため業務部門から独立した内部監査室（２名）を設置し、社内規則に則った店舗運営・本部各部門の業務運営及
び店舗の衛生管理などについて内部監査を計画的に実施しており、監査結果は経営トップマネジメントに報告しております。被監査部門に対して
は、監査結果の報告に対し改善事項の指摘・指導を行い、監査後の改善の進捗状況を定期的に報告させることにより、実効性の高い監査を実施
しております。また、内部統制の整備及び運用状況の評価を行い、経営会議で代表取締役社長及び監査役に報告しております。

更に監査役会は、会計監査人から監査の方法と結果につき報告を受けるとともに、内部監査室より社内監査の方法と結果についても報告を受け
ており、随時意見交換、情報交換を行っております。また、定期的に代表取締役会長および代表取締役社長との情報交換を行い、経営に対する
意見を述べる機会を持っております。

　会計監査人にはひびき監査法人を選任し監査契約を締結、適正な会計処理及び透明な経営の確保に努めております。

当社と会計監査人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約
に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該会計監査人が責任の原因と
なった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社の取締役会は社外取締役３名を含む８名で構成され、迅速な経営の意思決定が行われております。また、監査役会は全員社外監査役で構
成され、社外取締役３名とともに経営に対する監視機能を十分に果たしていると判断しております。また、経営環境の変化への迅速な対応をすべ
く、取締役会については毎月の定例開催の他、必要に応じ随時開催しております。更に、社外取締役を含む取締役と常勤監査役で構成する経営
会議を毎月２回開催し、迅速かつ的確な業務の執行を決定しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況



補足説明

株主総会招集通知の早期発送

株主総会の招集通知発送においては、決算に係る諸般の手続き及び十分な監査日程の
確保を図るため会社法の定めより１日前倒しで発送することとしております。なお、東京証
券取引所からの要請に基づき、電磁的方法によって株主総会の日の３週間前よりも早期
に株主に提供しております。

電磁的方法による議決権の行使
2022年6月に開催した第38回定時株主総会より、株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行株
式会社）の電子投票システム及び株式会社ICJが運営する議決権電子行使プラットフォー
ムを利用可能としております。

招集通知（要約）の英文での提供
2022年6月に開催した第38回定時株主総会より招集通知（参考書類を含む）について、英
文での開示・提供を行っております。

その他

・当社は、全ての株主に対して実質的な平等性を確保するとともに、株主がその権利を適
切に行使することができるよう、その権利を尊重するとともに権利の行使を促進するよう
努めております。

また、全ての社外取締役及び社外監査役を独立役員とするなどコーポレートガバナンス
が機能する体制を整備しています。

・株主総会は株主との建設的な対話を直接行える場であると考えております。また、参加
できない株主の権利行使が適切に行えるため郵送による議決権行使の体制を整備して
おります。

・株主総会において、株主が適切な判断を行うことに資すると考えられる情報について
は、必要に応じ的確に提供すべきと考えております。そのため、株主総会議案について
は、招集通知に記載の上、当社ホームページ及び東京証券取引所のウェブサイトにて開
示しております。

・当社の株式を保有するすべての株主に対して、その権利を尊重するとともに、権利の行
使を促進するよう努めております。

また、違法行為の差止めや代表訴訟提起に係る権利等、少数株主にも認められている権
利についての行使方法を株式取扱規程に明記し、円滑な権利行使を行える環境を整備し
ております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

当社は、金融商品取引法及び東京証券取引所が定める「有価証券上場規程」
に基づき情報の適時開示を適切に実施することに加え、更に経営の透明性、
公平性を確保する目的として開示内容の充実や任意開示を積極的かつ迅速
に行うことを基本方針としております。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

半期毎にアナリスト・機関投資家向けに決算説明会を開催しております。その
他、アナリスト・機関投資家に対するスモールミーティングを随時実施しており
ます。

あり

IR資料のホームページ掲載

・ホームページアドレス IR情報 https://uoriki.co.jp/ir/index.html

・2013年３月から当社ホームページのIR情報のページを刷新し、企業情報

　や会社の取り組みを分かりやすく説明するとともに、財務情報をビジュアル　

　化しております。

・掲載内容 、IRニュース、決算短信、有価証券報告書、株価情報、IRスケ

ジュール

・毎月、前月の売上状況をホームページIR情報に開示しております。　

IRに関する部署（担当者）の設置 経営企画室　 IR担当　経営企画室長



その他

株主や投資家の皆様が投資判断できる前提として、上場会社による重要情報
の迅速・正確・公平な情報開示が重要であると認識し、当社では積極的な説明
責任の遂行に努めます。株主からの対話（面談）の申し込みには、代表取締役
社長及び/またはIR担当である経営企画室長が対応しております。

また、決算説明会では代表取締役社長及びIR担当である経営企画室長が、機
関投資家・アナリストとの個別ミーティングでは代表取締役社長またはIR担当
である経営企画室長が説明を行っております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は、「魚力行動規範」を定め、当社ホームページにて開示するとともに、これをコンプラ
イアンス体制及びコーポレートガバナンス体制の基盤とするとともに、この規範に則し業務
を遂行しております。

（https://uoriki.co.jp/rinen/）

当社は、企業経営において、株主にとどまらず、従業員、取引先、顧客、債権者、地域社会
をはじめとする多様なステークホルダーとの価値協創が重要となっていることを踏まえ、マ
ルチステークホルダーとの適切な協働に取り組んでまいります。その上で、価値協創や生
産性向上によって生み出された収益・成果について、マルチステークホルダーへの適切な
分配を行うことが、賃金引上げのモメンタムの維持や経済の持続的発展につながるという
観点から、従業員への還元や取引先への配慮が重要であることを踏まえ、取組を進めて
おります。当社の「マルチステークホルダー方針」は、ホームページで開示しております。

（https://uoriki.co.jp/）

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社は使命（ミッション）「魚によって、世界の人々を健康で幸せにする」及び将来像（ビジョ
ン）「魚食文化を守り、日本の水産業の発展に貢献する」を企業理念として掲げており、持
続的な成長と中長期的な企業価値向上のためにも、水産資源を持続的に利用できる社会
を目指すことが必要不可欠と考えております。

そのため、地球環境と水産資源を保護すること、また水産資源を持続的に生産し消費する
体制を確立することを目指し社会貢献に取り組んでおり、これらは国連の持続可能な目標
「SDGｓ（Sustainable Development Goals）」の実現に寄与するものであります。

個々の取組の内容については中期経営計画（2024-2026年度）、投資家説明会、ホーム
ページなどにおいて情報を開示・提供しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社では、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の創出は、様々なステークホル
ダーとの適切な協働が重要であると認識しています。また、適切な協働を実施するため、2
019年４月新たに策定した企業理念を株主総会や決算説明会、社内における政策発表会
などにおいて代表取締役自ら説明を行うとともに、当社ホームページにて開示し広く普及す
るよう努めております。

（https://uoriki.co.jp/rinen/）

その他

・株主に対しては、経営の透明性を保つべく、積極的な情報開示に努めております。当社
ホームページ上において、常時新しい情報を発信しております。また、株主還元として配当
性向５０％を目途とした配当金の支払を行っております。

・従業員に対しては、常に労働環境、労働条件の更なる改善に向けて労働組合と経営が一
体となって取り組んでおります。毎月１回労使協議会および安全衛生委員会を開催し、職
場の労働環境及び安全衛生について協議しております。

・消費者に対しては、食の安全・安心を確保し、良い商品をより安く提供するべく、仕入から
販売までの仕組みづくりに邁進しております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、会社法に定める「取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制」として、「内部統制システム
の基本方針」を取締役会にて次のとおり決議しております。

ａ．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社は、法令及び定款を遵守し、コンプライアンスの推進に関しては取締役・従業員がコンプライアンスを自らの問題としてとらえ職務執行にあ
たるよう会議及び研修等を通じて指導しております。

　 「魚力行動規範」を定め、これをコンプライアンス体制の基盤とするとともに、この規範に則り社会的責任を果たしております。

　また、重要事実が発生した場合には、当該事実が発生したことを認識した部署から速やかに管理本部に情報が集約され、経営会議に対して報
告がなされ適切に対応しております。

　 また、法令、社内規程並びに「魚力行動規範」を逸脱した行為の内部通報制度として「内部通報制度運用規程」を制定し、社内外から広く情報を

集め、不正行為について適切に対応しております。



ｂ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行、意思決定に関しての情報の保存及び管理は、文書の作成、保存及び廃棄を定めた「文書保存規程」により行っておりま
す。また、情報の管理については「情報管理規程」により対応しております。

ｃ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　「リスク管理体制の整備の状況」に記載しております。

ｄ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、重要な決定事項については、原則として毎月１回開催する定時取締役会において決定する他、必要に応じて臨時取締役会を開催する
ことにより迅速な決定を行っております。

　また、会社の業務執行にあたっては、取締役会の決議により各取締役へ業務委嘱を行っております。

　業務の運営については、事業環境を踏まえ年度予算を立案し全社的な目標を設定し、各部門においてはその目標に向け具体策を立案し実行し
ております。その実行状況については、原則として毎月２回開催する経営会議において随時報告を行い、対応を必要とする重要な事項に関して
は、慎重かつ迅速に対策の意思決定を行っており ます。

ｅ．会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社は、業務効率、コンプライアンス等全てについてグループとしての管理体制とし、その経営理念、政策方針を子会社にまで周知し、これに基
づき会社ごとに具体的施策を策定させる他、子会社の内部統制の構築について支援・指導しております。

　子会社の業務執行に関しては「関係会社管理規程」に基づき管理し、子会社はその執行状況について定期的に当社へ報告するものとしておりま
す。なお、子会社の財産並びに損益に多大な影響を及ぼす重要案件については、事前に当社の承認を得るものとしております。

　また、子会社の業務の状況については、内部監査室が定期的に監査を行っております。

ｆ．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　当社は、当社の規模から監査役の職務を補助すべき従業員は当面置かないが、必要に応じて内部監査室及び関連する部門のスタッフが監査
役から調査の委嘱を受け、監査役の補助を行うものとしております。

ｇ．当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制

　監査役は取締役会に、常勤監査役は経営会議をはじめその他重要な意思決定会議にも出席し、取締役及び従業員から重要事項の報告を受け
るものとしております。そのため取締役及び従業員は、重要な会議開催の日程を監査役に連絡し出席を依頼するものとしております。

　各取締役は、取締役会にて四半期に１回、業務委嘱事項に係る執行状況についての報告を行っております。また、取締役及び従業員は、会社
に重大な損失を与える事項が発生又は発生するおそれがあるとき、取締役・従業員による違法又は不正な行為を発見したとき、その他、監査役会
が報告すべきものと定めた事項が生じたときは 監査役に報告しております。 なお、従業員等からの監査役への通報については、法令等に従い通

報内容を秘密として保持するとともに、当該通報者に対する不利益な扱いを禁止しております。

　事業部門を統括する取締役は、監査役会と協議の上、定期的又は不定期に担当する部門のリスク管理体制について報告しております。

ｈ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　取締役及び従業員の監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環境を整備するように努めております。

　代表取締役社長との定期的な意見交換を実施し、また、内部監査室との連携を図り適切な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図れるよう
にしております。

　なお、監査役は、当社の会計監査人であるひびき監査法人からの会計監査内容について説明を受けるとともに情報の交換を行うなど連携を図
れるようにしております。

　また、企業の不祥事が発生した場合については、その原因追及、損害の拡大防止、早期収束、再発防止などを図るため、監査役は必要に応じ
て取締役に調査委員会の設置を求めることとしております。また、調査委員会の独立性・中立性・透明性を確保する必要がある場合、監査役は監
査役会の協議を経て、取締役に対して外部の独立した弁護士等を構成員とする第三者委員会の設置を勧告、あるいは必要に応じて立ち上げるこ
ととしております。

ｉ．当社の監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理にかかる方針に関する事項

　当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払い等を請求したときは、監査役の職務の執行に必
要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理することとしております。

　また、監査役が職務執行に必要であると判断した場合、弁護士、公認会計士等の専門家に意見・アドバイスを依頼するなど必要な監査費用を認
めることとしております。

ｊ．財務報告の適正性を確保するための体制の整備

　代表取締役社長は、当社及び当社の子会社の財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法をはじめとする関連法令に基づき、財務報
告に係る内部統制を構築するとともに、その維持・改善に努めております。

　また、事業年度ごとに金融商品取引法に基づく内部統制報告書としてとりまとめ、取締役会に報告しております。

　内部監査室は、内部監査活動の一環として財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況の有効性を評価し、代表取締役社長に報告しており
ます。

　また、財務報告に係る内部統制の整備、運用状況に是正・改善の必要がある場合については、関連部署は速やかに対策を講じております。

ｋ．反社会的勢力排除に向けた体制整備に関する内容

　当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは取引関係を含め決して関わりを持ちません。

　また、不当な要求に対しては、対応を管轄する部署を管理本部と定め、警察・弁護士等外部専門機関と連携し、毅然とした態度で対応するものと
しております。

・リスク管理体制の整備の状況

　リスク管理体制としては、その基本的枠組みとして、「リスク管理規程」を整備し、リスクに関する管理と事故発生時の対応等について定めており
ます。

　具体的には、法的規制等については、各事業部門がそれぞれの部門に関するリスク管理を行い、各事業部門の長は、定期的にリスク管理の状
況を取締役会に報告しております。

　個人情報保護法に関しては、「個人情報管理規程」に基づき経営企画室及び管理本部が中心となって対応しております。

　商品に関しては、品質管理担当部門が当社販売商品の安全性確保、品質向上について定期的に点検、見直しを行うものとしております。

　更に、毎月１回開催する取締役と労働組合との「労使協議会」や、各部門の責任者及び労働組合参加のもと定期的に開催する「安全衛生委員
会」にて、労働環境の改善や労働安全に取り組んでおります。



　また、不測の事態が発生した場合に備え「緊急事態対策規程」を定め、その事態の大きさにより緊急事態対策本部を設置し、迅速的な状況把握
と適切な対応、並びに被害を最小限に食い止める体制を作るとともに、事業継続が可能な体制を整えております。

・子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

　「内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況　ｅ．会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正
を確保するための体制」に記載しております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、行動規範を定めており、この規範に則り社会的責任を果たしております。

　また、内部統制の基本方針でも定めているとおり、反社会的勢力及び団体とは決して関わりを持たず、不当な要求に対しては対応を

　管轄する部署を管理本部と定め、警察等関連機関とも連携し、毅然とした態度で対応しております。

Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

当社は会社の企業価値を持続的に向上していくことを重要と考え、買収防衛策の導入は予定しておりません。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

・当社のコーポレートガバナンス体制は、図１の通りです。取締役会の任意の諮問機関として指名・報酬委員会を設置しており、取締役会からの諮
問に応じて、取締役の指名・報酬に関する事項につき審議し答申を行っております。また、独立社外取締役３名と常勤監査役を含む社外監査役３
名が出席する「社外役員協議会」を四半期に１回開催しております。

・当社の情報開示体制は図２の通りです。

・当社の取締役８名、更に執行役員（取締役兼務を除く）６名のスキル・マトリックスは図３の通りです。
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取締役、執行役員の専門性・知見と経験 

 

 企業経営 

経験○○ 

ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ 

ESG 

人事労務 

人材開発 

財務 

会計 

法務 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ 

内部統制 

IT 

システム 

仕入 

卸売事業 

小売事業 

店舗開発 

飲食事業 海外事業 

 

山田雅之(業務執行) ○ ○     ○ ○  ○ 

黑川隆英(業務執行) ○  ○    ○ ○ ○  

山田虎生(業務執行)  ○  ○ ○      

山口昌利(業務執行)   〇     〇 〇  

北川幸一(業務執行)       〇 〇   

岩﨑哲也(社外)    ○ ○      

新藤えりな(社外)   ○  ○      

長谷部元靖(社外) ○  ○    ○   ○ 

尾後貫隆(執行役員)   ○ ○ ○ ○     

長嶺正広(執行役員)       ○ ○  ○ 

中山和章(執行役員)        ○ ○  

三浦忠士(執行役員)        ○ ○  

上田拓人(執行役員)        〇   

森﨑敦之(執行役員)       〇 〇   

 

 


